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概要 

東海国立大学機構では、岐阜大学と名古屋大学の認証基盤の統合を契機に、Microsoft365 や LMS

（Learning Management System）等、各種情報サービスの一元的な提供を推進している。これらの ICT

環境が大幅に変更・統合されたことを受け、利用者（学生および教職員）が新しい環境を円滑に利用でき

るようにするためのユーザサポート体制の再構築は、東海国立大学機構にとって喫緊の課題であった。 

特に東海国立大学機構のヘルプデスクでは、問い合わせ対応における分散・不統一と情報提供の不十

分さなど、複数の課題が明らかになっていた。これらの課題を解決するために、ヘルプデスク担当者を

中心としたインタビューやワークショップを通じて具体的な施策を検討し、実行することで CX を向上

させることができた。本稿では、2024 年度に実施した具体的な取り組みならびにその成果を紹介する。 

 

1  はじめに 

大学における ICTサービスは、教育、研究そし

て運営業務において不可欠なツールであり、ヘル

プデスクは ICT サービスを円滑に利用できるよう

サポートする重要な役割を果たしている。 

2024年度ヘルプデスク改善プロジェクトは、東

海国立大学機構のヘルプデスクサービスのカスタ

マー・エクスペリエンス（CX）向上を目的とした

取り組みとなる。認証基盤の統合により ICT 環境

が大幅に変化したことを受け、学生・教員・職員

が新しい環境を円滑に利用できるようにするため

のユーザサポート体制の再構築は、東海国立大学

機構にとって喫緊の課題であり、本プロジェクト

はその解決に向けた重要な施策として位置づけら

れている。 

このプロジェクトの目的は、ヘルプデスクサ

ービスの利用者（学生・教員・職員）の満足度を

向上させることと定義した。具体的には、ヘルプ

デスクを利用する際の体験をより良いものにし、

結果として利用者の満足度を高めることを目指す。 

現状の具体的な課題としては、提供サービス

ごとに対応窓口が異なるため、利用者がたらい回

しにされるケースや、問い合わせ先が分かりにく

く誤った窓口に連絡してしまうケースが発生して

いた。また、発生事象に対して提供すべき情報が



不明確であることから、同様の質問が繰り返され、

ヘルプデスク業務が多忙になる状況も見られた。

さらに、岐阜大学と名古屋大学の対応窓口が分断

されていることにより、大学間での問い合わせ対

応においても混乱が生じていた。 

こうした状況を受けて、ヘルプデスク支援の

ために Zendesk（問い合わせ一元管理ツール）が導

入されたものの、サービス担当者の連携不足やチ

ケット管理ルールの未整備、人的リソースの最適

配置がなされていないなど、システムの効果的な

活用には至っていないという課題も浮き彫りとな

っていた。 

本稿では、2024 年度ヘルプデスク改善プロジ

ェクトの背景、目的、具体的な施策とその成果に

ついて詳述し、今後の改善提言を行う。これによ

り、ヘルプデスクサービスのさらなる向上と利用

者の満足度向上を図ることを目指すとともに、他

大学に向けては、ヘルプデスク改善業務の参考と

していただくべく、推進内容および方法について

整理したものである。 

2  改善プロジェクトの体制 

2.1 プロジェクトの背景 

東海国立大学機構におけるヘルプデスク業務

は、従来、各部署で個別に対応していたため、サ

ービスレベルの均一化が課題となっていた。本プ

ロジェクトでは、Microsoft365 の機構アカウント

ヘルプセンターと機構 LMS の TACT ヘルプセン

ターのメンバーが協働し、複数部署の横断的なチ

ームを構成することとした。これにより、ヘルプ

デスクの現状が広い視野で可視化され、改善策の

検討および業務改善が可能となった。 

 

2.2 プロジェクトの目的 

 ICT 利用者（学生および教職員）が機構のサー

ビスを利用する際の問い合わせ対応を行うヘルプ

デスクサービスのカスタマー・エクスペリエンス

（CX）を向上することを目的とした。 

 

2.2 プロジェクトの体制 

プロジェクトの推進体制（図１）としては、機

構のサービスにおけるヘルプセンターのメンバー

を選定した。機構アカウントヘルプセンターは、

岐阜大学および名古屋大学の情報部門の職員によ

って構成されている。また、TACT ヘルプセンタ

ーは、両大学の教育部門が提供する LMS サービ

スをサポートするため、同部門の職員によって構

成されている。また、業務改善に向けたプロジェ

クトの牽引の役割として、機構のコンサルティン

グ部門であるデジタルユニバーシティ室のメンバ

ーを加えて体制を整備した。 

 

 

  図１：プロジェクト推進体制図 

 

3 ヒアリングの実施 

 現状の問題点を把握するために、プロジェクト

メンバーに対して、現行のヘルプデスク業務につ

いてヒアリングを行い、問題点を抽出した。 

 

3.1 ヒアリング手法 

ヒアリング手法としては、DX アドバイザーが

インタビューシートや３種類の業務整理シートを

準備し、サービス担当者がヘルプデスク業務につ

いて、より具体的に問題点を抽出しやすくなるよ

うに配慮した。これにより、現行業務および業務

上の問題点を可視化することができた。[1] 

 

インタビューシート（３種類） 

①時系列での業務整理シート（図２） 

 日次、月次、年次で業務サイクルを確認 

 

図２：時系列での業務整理シート 

 

 ②関係者との業務整理シート（図３） 



 担当と係わる部署との関係を整理し、その間

でどのような情報が渡るのか、また担当と係わ

る各部署間での関係性（役割）を整理 

 

図３：関係者との業務整理シート 

 

 ③業務フローでの業務整理シート（図４） 

 BPMN（Business Process Model and Notation）

[2]の書式で DX アドバイザーが現状の業務フロ

ーを整理 

 

図４：業務フローでの業務整理シート 

 

3.2 ヒアリング結果整理（親和図法[3]：KJ 法） 

各業務について延べ 10 人から意見聴取を行

い、一件一葉の課題票を作成した。この課題票

を親和図法（KJ 法）により、問題点と課題の分

類や類似事項の関連付けを行い、問題点ネット

ワーク図（図５）を作成した。問題点ネットワ

ークでは、問題点の関連付けにより、類似事項

が集約され、事象と根本原因となる問題点が明

確にできる。また、問題点を克服する課題（解

決の方向性）について、問題点を対応付けて整

理することで、具体的にどのような施策を設定

すればよいか検討しやすいように配慮した。な

お、課題票は 30 件作成された。 

   

 

図５：問題点ネットワーク図 

 

3.3 施策（改善策）を考えるワークショップ 

  プロジェクトメンバー全員によるワークショ

ップにおいて、問題点ネットワーク図をインプ

ットとして、対応すべき課題の検討を行った。

また、課題を克服する施策について、容易度と

効果から施策の優先順位付け（図６）を行った。 

 

    図６：施策の優先順位付け 

実施する施策の決定後、施策毎にチーミング

（リーダ、サブリーダ、メンバーの設定）を行

った。 

 選出された６つの施策・チームは以下の通り。

（表１）

問題点 

 

類似事象 

根本問題 

課題 

 

根本的な 

問題を対応 

する方向性 

施策 



 

表１．施策・チーム一覧表 

4  ヘルプデスク業務改善の施策推進 

4.1 取り組み計画 

取り組み計画としては、チーム毎に推進計画

を立案した。 

チーム毎の取り組み計画の主な設定内容 

A) 実施スケジュール 

B) 施策達成に向けた具体的な取り組み内容 

（WBS：Work Breakdown Structure） 

C) 定量的な目標数値（KPI：Key Performance 

Indicator） 

D) 成果物 

 

4.2 取り組み内容および効果 

チーム毎の主な取り組み内容および効果を以

下に示す。 

 

① Zendesk の調査と運用改善 

取り組み内容： 

Zendesk のセミナーにおいて、問い合わせフ

ォームのユーザインターフェース（UI）は利用

者の満足度と直結するケースが多いという事

例を聞き、お問い合わせフォームや FAQ など

の UI が最適化されたベンダーのテンプレート

をベースに適用を行った。 

取り組み効果： 

利用者アンケートにより満足度向上が確認

できた。（満足度 7.6→8.0  0.4 向上） 

 

② 問い合わせ内容の傾向分析による改善 

取り組み内容： 

問い合わせ内容の傾向分析を行い、FAQ の

見直しによる品質向上を図った。 

取り組み効果： 

繁忙期（３月、４月）と閑散期（１１月、１

２月）における問い合わせ件数を可視化した結

果、繁忙期は FAQ に出てくるような問い合わ

せが多く、閑散期は、ライセンスの扱いなど

の回答難度の高い問い合わせが継続的に発生

していることが判明した。 

TACTヘルプセンターでは、FAQを積極的に

改訂し、問い合わせ件数を半分程度に削減で

きた。 

 

③ 問い合わせ先アナウンス方法の見直し 

取り組み内容： 

新入生や新任教職員が問い合わせ先を容易

に把握できるよう、問い合わせ先 URL の QR コ

ード化による案内を実施した。 

取り組み効果： 

QR コードを活用した問い合わせ先の周知に

より、利用者が問い合わせ時に迷わないよう

改善した。 

 

④ ヘルプデスク運用体制の見直し 

取り組み内容： 

難易度が高い問い合わせに対応するため、

外部の問い合わせ先を設置した。 

取り組み効果： 

導入直後のため具体的な成果はまだ得られて

いないが、学内での滞留を避けられるようにな

った。 

 

⑤ 職員のスキルアップ 

取り組み内容： 

教務系のシステムは機能が多岐にわたり複

雑であるため、異動が発生した場合、新任の

職員から問い合わせが多く発生する傾向があ

る。この課題に対応するため、異動者向けマニ

ュアルの再整備を継続的に進めている。 

取り組み結果： 

現在も継続的に見直しを進めており、公開

後の効果が期待される。 

 

⑥ 調査環境改善 

取り組み内容： 

より利用者環境に近い環境で再現確認を実

施することで、状況把握の迅速化を図った。

主な改善内容としては、利用者権限毎のテス

ト用のアカウントを発行するとともに、Mac 環

境を新たに導入した。 

取り組み効果： 

問い合わせ者の利用者権限と同じ権限でア



クセスし、利用者と同じ Mac 環境での接続確

認や問い合わせ内容の再現を可能とした。 

5  今後の取り組みの方向性 

2024 年度に実施した一連の取り組みについて

は、一定の改善効果が得られた。今後も継続する

ことでさらなる効果が期待される。 

また、今回は具体的な取り組みに至らなかっ

たが、問い合わせ内容の一元管理により、FAQ の

充実や AI チャットボットの導入など、より発展

的な改善が可能となる。この新たなアプローチに

より、一次窓口対応業務の効率化を進め、最終的

にはロケーションに依存しないヘルプデスク業務

の自動化と、リソースシフトの実現を目指す。 

 

6  おわりに 

本論文では、ヘルプデスク CX 向上のための具

体的な取り組みおよび成果を示した。 

本取り組みにおいて特に注力したのは、以下

の 3 点である。 

1. 複数部署横断的な取り組み 

部署の枠組みを超えて複数部署で意見交換を

行うことで、表面的な課題だけでなく、共通的か

つ本質的な課題を明確にすることができた。これ

により、組織全体としての課題認識の共有と、よ

り効果的な改善策の立案が可能となった。 

2. 取り組みの継続性 

1 年間にわたり継続的に改善活動を行うことで、

課題の洗い出しにとどまらず、具体的な改善施策

の推進に繋げることができた。特に、計画段階で

定量的な目標数値（KPI）を設定することで、進捗

の可視化と成果の評価が容易になり、取り組みの

質を高めることができた。 

3. Quick Win の活用 

小さくても効果が見込める改善ポイントに注

力することで、早期に成功体験を得ることができ

た。これにより、担当者のモチベーション向上と、

改善活動の継続性を促進する好循環が生まれた。 

 

ヘルプデスク担当者自身が、「利用者視点」で

物事を考える姿勢を持ち、個人の経験や知識を担

当者間で共有することで、情報の共有と標準化が

進み、より高度な対応が可能になると考える。 

また、現場で感じた課題や改善点を放置せず、

継続的に改善活動を行うことで、より良いヘルプ

デスク体制の構築に繋げ、利用者の CX 向上を目

指したい。 
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